
令和７年度 事業報告

Ⅰ．令和７年度の経済・金融環境 

令和７年度を振り返ると、国内では大阪・関西万博の開催に始まり、日本初の

女性首相である高市首相の誕生や、日経平均株価の最高値更新等が見られた中

で景気は内需を中心に緩やかな回復が続いた。一方でサイバー攻撃の多発やフ

ィッシング、不正送金、ＳＮＳ型投資詐欺等による被害増加が顕著になるなど、

金融犯罪対策における官民連携と情報共有の重要性が高まっている。また、海外

では、米国の関税措置や中東情勢の緊迫化等を背景に不確実性が一段と高まり、

各国の経済や金融市場に多様な影響を及ぼした一年となった。 

金融面では、日本銀行による政策金利の引き上げが進み「金利のある世界」へ

の回帰が明確になったことから、金融機関の収益構造や保有債券等の時価評価

に与える影響が顕在化するなど、金利上昇リスクの性質を踏まえた統合的かつ

実効的なリスク管理の強化が求められている。加えて、金融庁が公表した「地域

金融力強化プラン」では、信用組合を含む地域金融機関を取り巻く厳しい現状認

識が示されており、地域金融の安定性確保と収益基盤の強化が喫緊の課題とな

っている。  

こうした中、信用組合の主たる取引先である中小企業・小規模事業者は、人口

減少に伴う生産年齢人口の減少により労働供給が制約され人手不足はさらに深

刻化しつつあり、加えて物価高や円安傾向が続き、原材料費やエネルギーコスト

の上昇が企業収益を圧迫するなど一段と厳しさを増している。そのため、各信用

組合は取引先の収益改善と成長を支援する観点から、経営支援や販路開拓支援

などの伴走型支援を一層充実させる必要があり、外部専門機関との連携やネッ

トワークの活用を通じて、企業価値の向上につながる金融仲介機能の質を高め

ていくことが重要である。 

また、信用組合自身が持続的な経営基盤を確保するうえでは、収益力の向上と

社会課題の解決に継続的に取り組むことが不可欠であり、そのためには、組合員

である中小企業・小規模事業者や生活者との関係性を強化し、地域社会からの信

頼を高めることが求められている。役職員一人ひとりが主体的に行動し、信用組

合の理念と地域・業域・職域のニーズを結びつける実践力を発揮することで、中

小企業・小規模事業者や生活者の持続的な成長を後押しし、地域等の課題解決に

貢献する協同組織の金融機関として役割を果たしていくことが期待されている。 

Ⅱ．信用組合の経営環境 

令和７年度仮決算における信用組合の業況をみると、預金・貸出金はともに伸

長しているものの、預金の伸びが鈍化する傾向が継続している。 



余資運用残高は、預け金及び有価証券残高の減少を主因に、４期連続で減少し

た。 

損益状況は、預金利息や経費等が増加した一方で、貸出金利息の増加と預け金

利回り改善による同利息の増収を主因に、コア業務純益、当期純利益ともに増益

となった。 

また、預貸金利鞘は、貸出金利回りの上昇幅が預金原価率の上昇を上回ったた

め、２期ぶりに拡大した。 

Ⅲ．全信中協が実施した事業活動 

令和７年度に実施した事業活動の概略は、以下のとおりである。 

１．企画事業 

(１) 会員信用組合の課題解決のサポート

① 事業者支援への対応 

ア 金融庁「地域金融力の強化に関するワーキング・グループ」に参加の

うえ、地域金融力強化プラン策定に向けた金融庁との調整を行い、会員

信用組合へ最終報告書等の情報提供を行った。 

イ 地域金融力強化プランに基づく監督指針等改正について会員信用組

合に情報提供のうえ、金融庁を講師とした説明会を開催した。 

ウ 金融庁「業種別支援手法に係る研究会」に参加し、「逆引き着眼点」、

「経営改善取組事例」、「ケーススタディ・ティーチングブック」、「最終

報告書」を情報提供した。（委員：大東京信用組合） 

エ 中小企業庁の「金融小委員会」、「中小企業における事業再生支援のあ

り方検討会」、「中小企業・小規模事業者の人材マネジメントに関する研

究会」に出席した。 

オ 経済産業省・中小企業庁の各種施策の情報提供を行い、「経済対策等

を踏まえた今後の中小企業支援策に関する説明会」、「中小企業活性化

協議会事業及び経営改善計画策定支援事業改正内容に関する説明会」、

「省力化投資に係る説明会」、経済産業省「中堅・中小企業等の DX推進

における地域金融機関向け説明会」を開催した。 

カ 内閣官房地方創生推進本部「地方創生に資する利子補給制度」に係る

説明会を開催した。 

キ 「Ｍ＆Ａ・事業承継時における経営者保証情報ネットワーク」の創設

に係る事前の情報提供を行った。信用組合業界における経営者保証ガ

イドライン活用実績の取りまとめ結果の還元を行った。 

② 内部監査高度化への対応 

金融庁「金融機関の内部監査高度化に関する懇談会」に出席し、最終報



 

告書の情報提供を行ったうえ、同報告書に関して金融庁を講師とする説

明会を開催した。 

また、金融庁による「地域金融機関の内部監査共同化」に関するアンケ

ートについて、事前調整を行い、会員信用組合へ通知した。 

 

③  情報提供・説明会等への外部機関等の更なる活用 

日本政策金融公庫との間で連携強化に向けた意見交換会を実施したほ

か、本年度より商工中央金庫とも意見交換会を実施するとともに、中小企

業庁の「商工中金改革の状況検討会」に出席した。 

また、中小企業活性化協議会・事業承継・引継ぎ支援センターのトレー

ニー研修制度を信用組合に案内するとともに募集に係る通知を行った。 

 

(２) 各種制度・規制等に係る対応 

① 担保法制の見直しへの対応 

企業価値担保権の根拠法である事業性融資推進法に関する政省令案や

監督指針改正案に係る当局との調整を行い、パブリックコメント対応等

を行った。 

金融庁を事務局とした「企業価値担保権の実装に向けた勉強会」、「企業

価値担保権信託契約等の書式例に関する勉強会」に参加のうえ、各種資料

等への意見提出・会員信用組合への情報提供を行うとともに、企業価値担

保融資導入マニュアル・信託規則例等を作成、提供し、説明会を開催した。 

また、金融庁による『民間金融機関における「経営者保証に関するガイ

ドライン」等の活用実績』の公表についての通知や、本会作成による信用

組合業界における活用実績を取りまとめるとともに結果の還元を行った。 

  

② 「バーゼルⅢ最終化」に関する国内基準行適用への対応 

自己資本比率規制に係るパブリックコメント対応等を行ったほか、信

用合向け告示及び自己資本比率規制に関するＱ＆Ａ等について、信用組

合へ案内した。 

また、自己資本比率算定ツール及び信用組合向けＦＡＱを提供した。 

 

③ マイナンバー新法への対応 

マイナンバー新法(「口座登録法」及び「口座管理法」)への対応につい

て、デジタル庁・金融庁との間で情報収集や意見発信を行いつつ、全信組

連、信組情報サービス㈱と連携して信用組合業界の対応を検討した。 

また、令和７年４月の全業務開始以降も、当局から提供された情報に基

づき、事務取扱要領（参考例）、帳票類の改訂や当局に対する「個人情報

の管理状況等に関する報告書」の提出に係る補足情報の提供等を通じて、



 

マイナンバー新法への対応をサポートした。 

 

(３) 行政課題等に係る対応 

① 手形・小切手の全面的な電子化への対応 

全銀協を事務局とした「手形・小切手機能の『全面的な電子化』に関す

る検討会」を通じて情報収集を行うとともに、全銀協作成の全面的な電子

化に係る広告ツール、当座勘定規定（参考例）や、全信協作成の金融業態

の担当窓口リストを信用組合へ提供したほか、全銀協等と共同で「手形・

小切手機能の全面的な電子化に関する業態別説明会」を開催し、電子化対

応を支援した。 

 

② でんさいネット等の利活用促進 

「でんさいネット検討部会・利用促進会議」や「でんさいネットシステ

ム連絡調整会議」への参加を通じて情報収集を行った。 

また、令和７年１１月のでんさいライトへの信用組合業界参加に向け、

参加申込手続きを案内し、二者間契約の参考例、接続試験に係る手順書を

提供するとともに、信用組合内部の態勢整備に資する事務手順書（参考例）

の提供を通じた参入支援を行った。 

 

③ ＡＭＬ/ＣＦＴ対策への支援 

ＦＡＴＦ第５次対日相互審査に向け、マネロン態勢整備の実効性向上

が要請されていることを受け、会員信用組合が適切に有効性検証に取り

組むよう「マネロン有効性検証（年次計画）作成例」及び「有効性検証に

係るチェックシート」（参考例）を作成し、会員信用組合に提供した。 

また、貸金庫に係る不正・不祥事件の発生を受け、「貸金庫の管理態勢

の強化」を目的に「貸金庫規定」（参考例）を作成し、会員信用組合に提

供した。 

そのほか、「法人口座及びインターネットバンキングの利用を含む預貯

金口座の不正利用等防止に向けた対策の一層の強化について」（金融庁要

請文）への対応として、インターネットバンキングによる「振込名義変更

による暗号資産交換業者及び資金移動業者への送金停止」等への対応や

当業界における口座の不正利用事例について情報共有を図り、金融犯罪

防止の取組強化を要請した。 

この他、１１月に発表された「令和７年犯罪収益移転危険度調査書」を

反映した、「リスク評価書とリスク評価書作成手順書」（参考例）を改訂し、

説明会を実施した。 

 

④ サイバーセキュリティ対応の支援 

「金融分野におけるサイバーセキュリティに関するガイドライン」対

応に関し、経営層向けセミナーと担当者向け説明会を全信組連と共同で



 

開催し、信用組合の態勢整備を支援した。 

７月に金融庁が実施したサイバーセキュリティセルフアセスメント

（ＣＳＳＡ）に合わせて、信用組合向けに、設問に対する回答/記入方法

についての説明会を開催するとともに、同庁を講師としたＣＳＳＡの結

果に関する説明会を開催した。 

この他、同庁主催のサイバーセキュリティ演習（ＤｅｌｔａＷａｌｌ）

の参加勧奨を行った結果、参加申込みのあった１５信用組合に対し、演習

対策として事前勉強会を開催するとともに、演習後はフォローアップを

実施した。 

 

⑤ 適切な顧客対応に向けた取組み 

令和７年５月の法改正によりカスタマーハラスメント対策が義務化さ

れたことから、信用組合向けに「カスタマーハラスメント対応マニュアル」

を作成提供するとともに、説明会を開催した。 

また、金融庁による後見制度支援預金等の導入状況に関する調査結果

の情報提供とともに、本会作成による信用組合業界における調査の取り

まとめ結果の還元を行った。 

このほか、障がい者団体との意見交換会に参加するとともに、金融庁に

よる障がい者に配慮した取組みに関するアンケート調査結果を情報提供

した。 

 

⑥ 環境・気候変動問題への取組み 

令和６年度に見直しを行った「信用組合業界の環境問題に関する行動

計画」の新たな数値目標に基づき、電力使用量におけるＣＯ２排出量の調

査を実施し、結果の還元を行った。 

また、ＥＳＧ金融に関する意識と取組を高めていくための議論を行い

行動する場としての「ＥＳＧ金融ハイレベル・パネル」に参加した。 

このほか、関係省庁における脱炭素実現に向けたグリーンファイナン

ス等に関する施策や地域金融機関向け説明会の開催について情報提供し

た。 

  

⑦ その他 

「令和７年度決算速報・業務報告書等の記載上の留意事項等、令和７年

度計算書類等の作成・記載要領及び令和８年ディスクロージャー誌記載

例」の改訂や、「リースに関する会計基準」（令和９年４月以降適用予定）

に関する信用組合向け説明会を通じた情報還元を実施したほか、金融商

品に関する会計基準の改正については、企業会計基準委員会へ信用組合

の適用に関する意見書を提出した。 

信用組合役職員のコンプライアンス意識の向上を目的として、金融関



 

係諸法令等の改正を踏まえた令和８年度版「信用組合の社会的責任とコ

ンプライアンス」を作成した。 

 

(４) 業界要望活動等に係る対応 

① 税制改正等に関する要望活動 

信用組合業界における各種税制の影響について各信用組合へアンケー

ト調査を行い、ＪＣＡ「協同組合税制検討会」等にて他金融業界団体との

情報交換を実施するとともに、貸倒れに係る無税償却・引当の範囲の拡大、

事業承継税制の措置を講じることなどについて、金融庁とのヒアリング

を重ねたうえで要望書を提出した。また、自民党をはじめとする各種政党

の税制に関する政策懇談会等において業界要望を行った。 

 

② 郵政民営化問題への対応 

郵便局の新たな利活用を推進する議員連盟による郵政民営化法改正に

向けた動きを受け、他金融業界団体と協調及び連携しながら、信用組合業

界の考え方を説明するため、金融関連の国会議員に対し陳情活動を行っ

た。 

「株式会社ゆうちょ銀行の新規業務に関する届出制の運用に係る郵政

民営化委員会の方針案」に対する意見提出及び郵政民営化委員会におけ

る意見聴取にて説明を行った。 

また、郵政民営化法改正法案の国会提出について、信用組合業界の意見

表明として会長コメントを本会ＨＰにて公表した。 

さらに、郵政民営化委員会の議論を注視するとともに、ゆうちょ銀行の

株式売却等の状況の確認を行い、信用組合からのゆうちょ銀行への資金

移動状況を調査のうえ当局に対し報告を行った。 

 

２．ブランドコミュニケーション事業 

(１) 広報活動 

令和７年度は、次世代を担う若年層から中・高齢層まで幅広い世代に向け

て、信用組合が金融機関として果たしている役割や機能、特色ある活動など、

ＹｏｕＴｕｂｅをはじめ各種広告媒体を活用して積極的に情報発信を行っ

た。 

① イメージキャラクターの起用 

信用組合のイメージキャラクターとして俳優の桜井日奈子氏を起用し

た新たな動画を制作のうえ、全国の信用組合・信用組合協会で活用できる

よう業界広報ツールとして展開し、多くの信用組合で活用された。 

 

② テレビ広告及び各種オリジナル動画の制作と広告展開 

テレビＣＭは、信用組合のお取引先、特に預金者の大宗を占める中･高

齢層に対する影響力、広告媒体としての「速報性」、「訴求力」、「インパク



 

ト」の点において、マスメディアとして最も高い効果が期待できることか

ら、令和７年度も引き続き全国放送（沖縄県を除く）を実施して広く一般

の方々に信用組合に対するイメージ向上を図った。 

また、桜井氏主演による、動画を２種類４本制作したほか、令和７年度

においても、様々な領域で人々を支える信用組合のリアルな姿を描いた

ドキュメンタリー動画をはじめ、機関誌「しんくみ」や情報誌「ボン・ビ

バーン」と連動した企画動画等を制作し、若年層から中高年層まで、幅広

い年齢層に向けて信用組合に対する興味・関心を喚起した。 

このほか、信用組合が地域に根差した金融機関だからこそ知り得る、営

業地域の情報や魅力を伝える信用組合参加型のＹｏｕＴｕｂｅショート

動画「しんくみご当地紹介」を制作する際の参考にできるよう、動画制作

にかかる支援ツール（動画構成例）を作成・提供した。 

 

【制作実績】 

  ア）しんくみあるあるムービー２本（年金受取・口座開設 篇・事業承継 篇） 

イ）しんくみアンサー２本（本篇・ダイジェスト篇） 

ウ）しんくみドキュメンタリー２本 

エ）しんくみとともに３本 

オ）しんくみご当地紹介６本 

カ）しんくみブランド表彰大賞受賞先の活動１本 

キ）しんくみピーターパン大賞 大賞受賞先の活動１本 

ク）しんくみスペシャルインタビュー６本 

ケ）懸賞作文「小さな助け合いの物語」関連動画６本 

 

公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルの登録者数は１０万人から１４万人と

４割増を達成するとともに、目標としていた動画再生回数１００万再生

を大幅に上回る４００万再生を達成。 

そのほか、新たなメディアプロモーションとして、若年層から中・高齢

層まで幅広く利用されている動画配信サービスの中で、特にテレビとの

連動性が高い「ＴＶｅｒ」へ、令和６年度制作したテレビＣＭを広告配信

し、２６０万再生されるなど、既存の広告素材を有効的に活用しながら、

積極的な広告展開を図り、信用組合さらなる認知・浸透に繋げた。 

 

○ 広告配信期間：（ＤＧ）  令和７年５月～令和８年３月 

          （ＶＶＣ）  令和７年４月～令和８年４月 

          （ＴＶｅｒ）令和７年６月～令和７年９月 

 

③ 店頭掲示用ポスター及び汎用素材データの制作 



 

令和７年度のポスター制作（令和８年度店頭掲示用ポスター）にあたっ

ては、令和６年度に制作した令和７年度店頭掲示用ポスターのデザイン

が業界内で好評だったこと、及び同一デザインによるイメージ定着を図

るため、同ポスターデザインを引き続き使用し、信用組合・信用組合協会

に提供した。 

併せて、汎用素材データについては、令和６年度に制作したデータに４

カットを追加し、信用組合・信用組合協会に提供した。 

 

④ 信用組合･信用組合協会におけるイメージキャラクター素材の提供 

イメージキャラクターを起用したテレビＣＭをはじめとした各種動画

ならびに店頭掲示用ポスター･汎用素材データ等について、業界共通の広

報ツールとして、各信用組合・信用組合協会にて有効に活用できるよう、

利用方法･留意点等をまとめた「活用例」と併せて提供した。 

また、テレビＣＭについては、令和６年度に引き続き、４信用組合にお

いて地元テレビ局等にてＣＭ放送を実施し認知度を上げる機会を創出し

た。 

そのほか、信用組合が各店舗に設置したデジタルサイネージを利用し

て、店頭掲示用ポスターや動画を掲出するほか、各種商品チラシや自組合

で運営する公式ホームページ、新聞広告等、多くの信用組合でイメージキ

ャラクター素材を活用した広告展開を行った。 

 

⑤ 「しんくみの日週間」の実施 

ア 統一活動 

○ 花の種の提供（頒布） 

「しんくみの日週間」における信用組合業界の統一活動のひとつとし

て、コミュニケーションマークのブランドカラーを連想させる花の種

（フレンチマリーゴールド）を「しんくみの花」に見立て、感謝デー、

清掃活動、献血運動の協力者に対する御礼、年金受給者訪問時等の頒布

品など幅広く活用できるよう提供した。 

 

○ Ａ４クリアファイル（２種１セット）の提供（頒布） 

「しんくみの日週間」のさらなる推進のため、令和６年度に引き続き

懸賞作文参加賞として制作したＡ４クリアファイル（２種１セット）を

頒布品として活用した。ＳＤＧｓに鑑み、環境に配慮した素材を使用す

るとともに、デザインに障がい者アーティストが描いた作品を用い、障

がい者支援にも繋がる同ファイルを、花の種と同様、幅広く活用できる

頒布品として提供した。 

 



 

○ コミュニケーションマーク・ステッカーの提供 

コミュニケーションマークを用いたステッカーを本会にて制作し、希

望する信用組合へ提供した。 

 

○ のぼり旗の掲出の呼びかけ 

業界統一活動である「しんくみの日週間」の実施を広く周知するため、

本会より提供したのぼり旗の掲出を行うよう、全信用組合に呼びかけた。 

 

イ 基幹活動 

信用組合・信用組合協会は基幹活動として「献血運動」と「しんくみ    

ピーターパンカード寄付金の贈呈」を実施した。 

 

ウ 個別活動 

信用組合・信用組合協会が独自に企画した社会貢献活動やイベント

等を実施した。 

 

エ 金融専門紙へのＰＲ広告 

令和７年度は金融経済新聞社（９月１日号）、及び日本金融通信社（８

月２９日号）に「しんくみの日」ポスターデータを使用した広告を掲載

した。 

 

⑥ 広報担当責任者会議の開催 

事業計画に基づく各施策の実施にあたり、業界統一事業として一体と

なった取組みができるよう、広報担当責任者会議を開催し、信用組合・信

用組合協会へ主旨や目的等について、十分な理解が得られるよう説明を

行い認識の共有を図るとともに意見交換を行った。 

 

⑦ 記者懇談会の開催 

全信組連との共催により、信用組合業界広報の充実ならびにマスコミ

各社との更なるコミュニケーション強化を目的として、全国規模の新聞

社・通信社等を招き事業概要についての説明会を実施した。 

 

(２) 表彰制度並びに寄付活動 

① 懸賞作文「小さな助け合いの物語賞」 

信用組合の基本理念である相互扶助（共助の精神）と存在意義について、

「助け合い」をテーマとした作文・エッセイの募集を通じて、若年層を含

め広く認知・浸透を図るため、第１６回懸賞作文「小さな助け合いの物語

賞」の事業を実施した。 



 

応募者数拡大に向けた告知施策として、昨年度に引き続きパラパラ漫

画を告知動画として制作し、「しんくみバンク公式ＹｏｕＴｕｂｅチャン

ネル」へ公開するとともに、動画との親和性が高く訴求力のあるＹｏｕＴ

ｕｂｅ広告を活用したプロモーションを展開した。 

さらに、新たな告知施策として、ＬＩＮＥ広告を掲出したほか、告知チ

ラシと併せて「しおり」を配布した。 

結果として、令和７年度においては、応募者数が２，３８１件と前年度

から減少となったものの、年代別応募者数においては、１０代からの応募

が全体の約８０％を占めるなど、本事業を通じて、次世代を担う若者に対

する認知・浸透に繋げることができた。 

令和７年度も、徳育奨励賞として、応募が最も多かった学校を表彰する

とともに、個人部門・団体部門のそれぞれにおいて、作文・エッセイの応

募数増加に貢献した信用組合をベストサポート賞として表彰した。 

また、上位入賞４作品については、パラパラ漫画として「しんくみバン

ク公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル」で公開するなど、本事業を通じて、信

用組合に対する認知･浸透を図ることができた。 

その他、次年度に向けた取組みとして、業界一体となって学校応募のさ

らなる拡大に向けて取り組むため、冬期地区別懇談会において、各信用組

合に協力の依頼を実施した。 

 

② しんくみブランド表彰 

信用組合の基本理念である相互扶助（共助の精神）を具現化した活動の

うち、その趣旨や成果につき優秀な取組みを行った信用組合及び役職員

として、しんくみブランド表彰選考会にて大賞１先・優秀賞６先を選定し、

全国信用組合大会において表彰した。 

同大会では、大賞先によるプレゼンテーションを実施し、その様子を

「しんくみバンク公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル」にて配信したほか、全

表彰先について、全信中協ホームページでニュースリリースとして公開

し、機関誌「しんくみ」には特集記事を掲載するなど、業界内外に向けて

広く発信した。 

 

③ しんくみピーターパン大賞 

信用組合業界が取り組む社会貢献活動のひとつである「しんくみピー

ターパンカード」を通じた寄付活動のうち、特徴的な取組みを行った信用

組合・信用組合協会について、しんくみピーターパン大賞選考会にて大賞

１先・優秀賞１先を選定し、全国信用組合大会にて表彰した。 

同大会では、大賞先によるプレゼンテーションを実施し、その様子を

「しくみバンク公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル」にて配信したほか、全表



 

彰先について、全信中協ホームページでニュースリリースとして公開し、

機関誌「しんくみ」には特集記事を掲載するなど、業界内外に向けて広く

発信した。 

 

(３) 補助･助成金活動 

① 大学講義にともなう講師料等の補助 

信用組合トップによる講義として、個別信用組合の営業地区にある都

道府県の１１大学において、信用組合の役割や存在意義、銀行や信金との

違いのほか、事業者への本業支援など、組合員に寄り添った事業活動や社

会貢献活動等の取組みなどについてスポット講義を実施した。 

一部の大学においては、講義後に「講義アンケート」を実施しており、

アンケートの結果得られた回答は、講義を実施した信用組合へ還元した。 

 

② しんくみはばたき奨学金助成金制度 

各信用組合を通じて、全国の意欲ある高校生等の進学を応援するため、

修学上必要な学資金等の一部を助成する返済不要の給付型奨学金「しん

くみはばたき奨学金」制度により、助成金を支給した。 

 

③ ビジネスマッチング助成金制度 

信用組合または信用組合協会が実施するビジネスマッチングによる販

路拡大支援など、取引先事業者の経営支援に取り組む信用組合等に対し、

業界としての統一施策として助成金制度を実施し、信用組合の取組支援

を行うことで、信用組合業界のブランド力向上を図った。 

 

(４) 定期刊行物等の企画制作 

① 機関誌「しんくみ」の制作・発行 

信用組合役職員向けの情報誌として、「金融業界に関する情報発信」、

「信業界内の情報発信と共有」、「知識を広める機会を提供」することをコ

ンセプトに、先進的な取組みを実施している信用組合の事例等の紹介を

はじめ、専門家や当局による法改正や制度改定の解説など、業務に役立つ

情報について、本誌を通じて業界内に発信した。 

また、業界外においては信用組合業界の取組みや活動など最新動向に

ついて、当局・日銀、大学、マスコミ等に対して本誌を通じて情報発信を

行い、業界のＰＲ的役割を担った。 

 

② 組合員向け情報誌「ボン・ビバーン」の発行（隔月） 

信用組合と組合員等取引先を結ぶ情報ツールとして、渉外担当者が訪

問活動等で活用できるよう、事業承継の好事例等や一般の読者にとって



 

関心が高いふるさと納税についての情報など、誌面の充実を図りながら

隔月にて年６回発行した。 

読者層の拡大を図るべく、毎号、表紙の著名人を変えて関心を引いたほ

か、昨年度に引き続き「しんくみバンク公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル」

との連動企画として、インタビューした著名人のこだわりを紙面だけで

なく動画化して公開するなど、読者の興味を引くとともに、豪華読者プレ

ゼント企画を実施した。 

その他、本誌の概要や見どころ、効果的な活用方法等を取りまとめた、

「活用ガイド」を作成・提供した。 

 

③ リクルートガイド誌の制作 

信用組合のコミュニティにおける存在意義や提供価値を改めて訴求し、

就職活動の選択肢としてより身近に感じてもらうことを企図し、信用組

合業界のリクルートガイド誌をリニューアルのうえ制作した。 

具体的には、職種・職員紹介を充実させ、実際の仕事内容、組合内の風

通しの良さ、職場の雰囲気、一日のスケジュールをイメージできる誌面構

成とした。さらに、入組して１０年１５年先のビジョンも思い描けるよう

若手職員に加えてベテラン職員を起用することで、長く信用組合で働く

イメージできる誌面構成とした。 

また、信用組合が採用活動を実施するにあたり活用できるようＨＰで

ＬＰ版及びＰＤＦ版を公開した。 

 

④ しんくみｉｎｆｏの制作（日本語版・英語版） 

信用組合の組合員、取引先及び一般の方向けの業界広報誌として、信用

組合の業態、歴史、主要計数、社会貢献事業や、中央組織としての全信中

協と全信組連の役割などについて掲載。令和７年度は「信用組合イメージ

キャラクター桜井日奈子 氏」について紹介したほか、信用組合に対する

理解、認識を深めていただくため、歴史、業況、社会貢献の取組み等を記

載した。同誌は全信組連と共同制作し、無償で全国の信用組合へ頒布する

とともに、英語版を制作してＡＣＣＵ加盟国へ提供した。 

 

３．研修事業 

(１) 研修 

① 役員向け講座等 

令和７年度は、「トップセミナー」や「常勤役員講座」、「しんくみ大学」

など、信用組合間の交流の機会を兼ねながら経営戦略の要諦等を学ぶ、役

員や経営幹部候補向けの研修を５講座（役員向け：３講座、職階：１講座、

特別：１講座）開催した（受講者計２７２名）。 
 



 

② 階層別講座 

信用組合の人材育成の取組みを支援するための一般職員向け階層別講

座を試行的にオンラインにて９講座開催した（受講者計４２８名）。 
 
③ 特別セミナー 

東京都信用組合協会との共催のセミナーや信用組合単位で受講可とす

るセミナーを２講座開催した（受講者計６７７名）。 
 
(２) 通信教育等 

初級職員向け通信教育を実施した（受講者計７４８名）。 

また、自学自習型のｅラーニングツールの提供を行った(受講者計１９４

名)。 
 

(３) 検定試験 

① 職務能力検定試験 

信用組合職員の職務能力習得の測定等に役立てる観点から、通信教育

と連動する検定試験を実施した（受験者計６２７名）。 

 

② 証券外務員資格試験 

登録金融機関業務を行うための資格試験（第一種、第二種、内部管理責

任者）を実施した（受験者計１,３３７名）。 

 

４．相談事業（しんくみ業務相談センター・しんくみ相談所） 

(１) 信用組合からの相談の一元的な受付及び還元 

信用組合からの業務上の相談・照会受付件数は、組合運営や金融業務の相

談を中心に７８６件と前年度比１．９％の増加となった。 

また、相談事例の還元については、しんくみ業務相談センター及び調査企

画部において受付けた事例から１事例を選定し追加掲載した。 

 

(２) 信用組合利用者からの苦情等への対応 

信用組合の顧客等から受付けた苦情及び相談件数は、３０３件（うち相談 

２３１件、苦情７２件）と前年度比１．０％の増加となった。 

 

５．総務事業 

(１) 信用組合協会との連携強化 

本会・信用組合協会相互の連携強化及び会員信用組合の課題解決の支援

を目的に、信用組合協会の事務局責任者を対象とした会議を開催した。本会

議では、本会の主要施策や各信用組合協会が実施する研修事業、個別課題等

について情報・意見交換等を行い、連携・協働体制のあり方や各種課題等を

共有した。 

  



 

(２) 業務プロセスのシステム化、サイバーセキュリティ対策 

本会と全信組連における相互の情報共有・コミュニケーションが効率的

に行える共通業務システムの稼働により、業務プロセスの生産性が向上し、

効率化が図られた。 

また、本会が保有する情報資産へのサイバー攻撃等に適切に対応するた

め、外部専門機関の支援を受け、サイバーセキュリティリスクの洗い出し

（課題の棚卸し、想定される脅威の特定等）を実施した。 
 

(３) 人材育成の一層の強化等 

本会と全信組連における人事交流を通じ、組織横断的なノウハウ共有と

適材適所の人員配置を推進した。併せて、職員一人ひとりの能力・資質及び

コンプライアンス意識の向上を目的に、両組織による合同研修を実施し、人

材育成に資する継続的な施策を展開した。 

また、労働法制の改正・施行を踏まえ、育児休業規程を一部改正し、制度

の円滑な利用や柔軟な働き方の実現に向けた運用基準の整備・見直しを行

った。 

  

(４) 信用組合業界のコンプライアンス態勢の強化 

信用組合において反社会的勢力への資金提供が判明した事案を受け、信

組業界のコンプライアンス態勢強化を目的とする「コンプライアンス強化

プラン」を改訂し、新たに「反社会的勢力との関係遮断に向けた取組みの推

進」に関する事項を追加した。また、業界のコンプライアンスマインド向上

に向けた決意表明として、反社決別宣言（信用組合業界の社会的責任とコン

プラインスの再徹底に向けた取り組み）を公表した。 
さらに、同プランの一環として信用組合理事長等を対象に開催した「経営

者向けコンプライアンス研修会」では、警察庁の幹部を講師に招き、反社会

的勢力との関係遮断に関するガバナンス等について講義を行った。 

 
(５) ２０２５国際協同組合年に係る対応 

国連は、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）達成における協同組合の役割を

改めて評価し、２０１２年に続き２０２５年を「国際協同組合年」と制定し

た。 

本会では、２０２５国際協同組合年を信用組合の認知度向上と理解促進

を深める機会と捉え、幅広い層が参加する「協同組合フェスティバル」にブ

ースを出展し、信用組合の活動を紹介した。 

 

  



 

事業報告にかかる附属明細書 

 

 
令和７年度事業報告書にかかる附属明細書は、「一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規定する「事業報告の内容を補

足する重大な事項」が存在しないため記載していない。 
 

 

 

 


